
ふれあう機会があった市民の割 目標 40 40.5 41 41.5 ① 障がい福祉課資料
③ ％

合 実績 38.6 - - - 成果指標の ② ハローワーク資料及び障がい福祉課資料

目標 取得方法 ③ 市政に関するアンケート調査
④

実績 ④

２．基本事業の目的と成果把握
基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分 単位 R4 R5 R6 R7

相談支援の充 ①障がい者とそ ①安心して生活で 相談支援利用実人 目標 680 685 690 695 日常生活と社 ①障がい者とそ ①自分らしく生活 移動支援事業利用 目標 91 93 95 97
① 人 ① 人

実と理解啓発 の家族 きる。 数 実績 704 - - - 会参加への支 の家族 できる。 者数 実績 65 - - -

の推進 ②市民 ②障がい者と市民 意思疎通支援派遣 目標 272 274 276 278 援 地域活動支援セン 目標 67 69 71 73
② 人 ② 人

のふれあいが広が のべ数 実績 144 - - - ターの利用者数 実績 65 - - -

る。 目標 働きやすい職場啓 目標 35 40 45 50
③ ③ 社

実績 発懇談会参加企業 実績 22 - - -

目標 目標
④ ④

実績 実績

目標 目標
① ①

実績 実績

目標 目標
② ②

実績 実績

目標 目標
③ ③

実績 実績

目標 目標
④ ④

実績 実績

３．施策及び基本事業の目標達成度評価
令和4年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

・障がい者一人ひとりの日常生活上の課題の分析に基づき、障がい福祉サービスの適正な提供を行う。 【施策の取組方針達成状況】

・介護者の急病等のために在宅での生活に支障をきたすことが予想される精神障がい者を支援するため、一時的な □ 全て達成 ・障がいの程度・意向に沿ったサービス提供のため、ケアマネジメントや障がい支援区分審査会等を経て適正な

入所を受け入れるための体制整備について、障がい者施設と協議する。 サービスを提供した。
取組

・商業施設内のイベントスペース等を借用し、障がい特性の理解や障がい者差別の解消に向けた啓発イベントを開 ■ 一部未達成 ・地域生活支援拠点の推進を図るため、市内の事業所で緊急時の受入れに関するケース会議など協議を行った。
方針

催する。 ・障がいの特性の理解を促進するため、広報紙へ記事掲載や大型商業施設にて、障がい者福祉事業所紹介や利用

・聴覚障がい者に対する意思疎通を支援する手話通訳者などを養成するため、各種奉仕員養成講座を開催し、ボラ □ 全て未達成 者の活動状況等の展示などをして市民への理解啓発を行った。
施

ンティア活動への働きかけを行う。 ・障がい者の社会参加を促進するため、手話、点訳、要約筆記など各種奉仕員の養成基礎講座を実施した。
策

・事業者に対して障がい者雇用促進の啓発を行うとともに、障害者就業・生活支援センターや就労移行支援事業所 ・企業への障害者雇用の啓発はできなかったが、就労移行支援事業による雇用を推進した。

などを活用しながら、障がい者の就労を支援する。 □ 全て達成 ・ひきこもり家庭の相談を実施するため、県の相談員と共に毎月の相談会を実施した。

・ひきこもり当事者やその家族を支援するため、ひきこもり相談の体制整備を行う。 【成果指標達成状況】
成果

■ 一部未達成 ・「障がい福祉サービス月

令

平均利用者数」は目標

和

の1,700人に対し

５

実績が1,760人、

年

「就労している障がい

度

者数」
指標

は、目標の

　

970人に対し実績が

施

1,108人（一般就

策

労698人、福祉的就

・

労410人）となり目

基

標を達成した。

□ 全て

本

未達成 ・「障がい者と

事

ふれあう機会があった

業

市民の割合」は、目標

マ

40.0％に対し、実

ネ

績は38.6％となり

ジ

目標を達成でき

なかっ

メ

た。

基本事業名 令和4

ン

年度基本事業の取組方

ト

針 基本事業の取組方針

シ

・成果指標達成状況 基

ー

本事業名 令和4年度基

ト

本事業の取組方針 基本

　

事業の取組方針・成果

（

指標達成状況

相談支援

令

の充実と ・介護者の急

和

病など緊急時において

４

取組方針 ■ 全て達成 □

年

一部未達成 □ 全て未達

度

成 日常生活と社会参 ・

実

利用者の多様なニーズ

績

に対応した 取組方針 □

に

全て達成 ■ 一部未達成

基

□ 全て未達成

理解啓発

づ

の推進 、介護を受けて

く

いる精神障がい者を 成

評

果指標 □ 全て達成 ■ 一

価

部未達成 □ 全て未達成

）

加への支援 支援ができ

 

るよう、相談支援専門

作

員 成果指標 □ 全て達成

成

□ 一部未達成 ■ 全て未

日

達成

一時的に受け入れ

 

が可能な支援体制 【基

 

本事業の取組方針達成

令

状況】 と連携しながら

和

障がい福祉サービス 【

 

基本事業の取組方針達

6

成状況】

を整備するた

年

め、障がい者施設との

 

・地域生活拠点事業推

3

進委員会において、緊

月

急時の受入れの支援体

 

の適正な提供や体制整

5

備を行う。 ・毎月、障

日

がい支援区分審査会を

基

開催し、個々の障害の

本

程度や意向

事前調整や

目

協議を行う。 制の協議

標

をおこない、受入れに

名

対する方策を共有した

0

。 ・手話、点訳、要約

3

筆記の奉仕員を に沿っ

健

たサービス提供のため

や

審査会を行い、適正な

か

障がい福祉サー

・12

で

月の障害者週間に合わ

元

せて、大 ・障害者週間

気

に合わせ、広報への掲

に

載や障がい者福祉事業

暮

所と連携 養成する講習

ら

会を開催し、ボランテ

せ

ビスが提供できるよう

る

に努めた。

型商業施設

ま

のイベントスペースを

ち

活 し、商業施設におい

づ

て障がい者の活動や作

く

品等の紹介などを行い

り

、 ィア活動への参加の

障

促進を図る。 ・手話や

が

点訳等の各種奉仕員養

い

成講座を社会福祉協議

福

会に委託して

用した啓

祉

発イベントを開催し、

課

障が 市民への啓発を行

政

った。 ・企業に対する

策

障がいの理解促進を 、

体

3つの講習会を実施し

系

た。

いに対する理解促

政

進を図る。 ・4月から

　

1名のひきこもり相談

策

員を配置し、ポラリス

　

とちぎの職員 図るとと

名

もに、障がい者就労支

0

援事 ・障がい者雇用に

3

関する企業啓発はでき

助

なかったが、福祉サー

け

ビス

・ひきこもり当事

合

者やその家族を支 と共

い

に継続的に相談事業を

生

実施した。また、ひき

き

こもりサポーター 業所

が

における課題等を共有

い

し、障が 事業所等にお

を

ける就労支援を実施し

実

た。

援するため、専門

感

の相談員を配置し との

で

会議等を行い、情報の

き

共有化を図った。 い者

る

の就労支援の強化を図

ま

る。 ・次期計画の策定

ち

準備のため、R4.1

づ

2に障がいのある方や

く

ボランテ

た定期的な相

り

談業務の実施や、ひき

施

【成果指標達成状況】

策

・第７期障がい者福祉

主

計画・第３期 ィア団体

管

等に実態調査や課題抽

課

出のためのアンケート

長

を実施。

こもりサポー

施

ターとの連携に向けた

　

・相談支援利用実人数

策

は目標を達成した。 障

　

がい児福祉計画を策定

名

するため、 【成果指標

0

達成状況】
基

取組を行

2

うなど、ひきこもり相

障

談の ・意思疎通支援派

が

遣延べ人数は目標を達

い

成できなかった。 実態

者

調査の実施や策定委員

の

会等の設 ・移動支援事

社

業利用者数、地域活動

会

支援センター利用者数

参

、働きや
本

体制整備を

加

行う。 置を行う。 すい

と

職場づくり啓発懇談会

自

参加企業数、すべて達

立

成できなかった。
事

取

の

組方針 □ 全て達成 □ 一

推

部未達成 □ 全て未達成

進

取組方針 □ 全て達成 □

渡

一部未達成 □ 全て未達

辺

成
業

成果指標 □ 全て達

　

成 □ 一部未達成 □ 全て

恭

未達成 成果指標 □ 全て

則

達成 □ 一部未達成 □ 全

施

て未達成

４．施策の基

策

本情報
社会情勢変化、

関

国・県の動向、市民・

係

議会意見等 施策の成果

課

向上に向けての役割分

市

担

・平成24年10月

民

「障害者虐待防止法」

生

、平成25年4月「障

活

害者優先調達推進法」

課

「障害者総合支援法」

、

(名称 市民 事業所 行政

家

施 変更）、平成28年

庭

4月「障害者差別解消

児

法」の各法律が施行さ

童

れた。 ・障がい者及び

相

その家族は、積極的に

談

社会参加 ・障がい者が

課

参加しやすい地域活動

、

の機会を ・佐野市障が

健

い者等福祉計画に基づ

康

き、障が

策 ・障害者権

増

利条約が批准され、平

進

成26年2月19日か

課

ら発効した。 を行う。

、

提供する。 い者の福祉

産

施策を推進する。

の ・

業

平成27年に「ひきこ

政

もり総合相談センター

策

　ポラリス☆とちぎ」

課

が開設した。また、ひ

、

きこもりサポータ ・障

学

がい特性を理解すると

校

ともに、人権を尊重 ・

管

障がい者の働きやすい

理

環境を整備し、雇用 ・

課

障がい者が安心して自

、

立した生活が送れる

基

学

ーを養成し、県に登録

校

したサポーターは相談

教

や家庭訪問等の活動を

育

開始した。 し、社会参

課

加を支援する。 の拡大

１

を図る。 よう、各種福

．

祉サービスを提供する

施

。

本 ・県からの委託事

策

業所が実施している「

の

ひきこもり出張相談」

目

について、令和４年度

的

から市が主体的に取組

と

・障がいの有無にかか

成

わらず、共に暮らすこ

果

本 ようにする。 とので

把

きる地域づくりのため

握

の理解啓発を推

情 ・医

こ

療的ケアが日常的に必

の

要な児童が多いことを

施

背景に、令和3年に医

策

療的ケア児支援法が施

は

行された。 進する。

報

、

５．施策全体の総括・

誰

今後の課題・今後の方

、

向性
施策の成果実績と

何

施策の基本情報及び施

を

策コストに関する全体

対

総括 今後の課題 今後の

象

方向性

・現行の障がい

と

者福祉計画・障がい児

し

福祉計画の進捗状況の

て

評価や地域課題の抽出

い

について自立支援協議

る

会で検 【令和５年度で

か

解決する課題】 ①自立

対

支援協議会（専門部会

象

）による地域課題の解

指

決に向けた取組を

討し

標

た。また、自立支援協

単

議会では、児童・就労

位

・相談分野ごとの専門

R

部会の活動を通じて、

4

地域課題解決のた 　　

R

特になし 充実させる。

5

めの方策や新たな課題

R

について情報を共有し

6

た。 【令和６年度以降

R

にも引き継がれる課題

7

】 ②「親亡き後」を見

①

据え、安心して地域で

自

生活できるよう、緊急

分

時を

・障がいや障がい

ら

者に対する理解啓発活

し

動を実施したが、障が

く

い者とふれあう機会が

自

あった市民の割合は3

立

8.6％ ①障がい者の

し

就労支援、相談支援体

た

制の強化 含めた障がい

社

児者の受入れに関して

会

関係機関と連携を強化

生

していく。

となり、1

活

.9ポイントの減少と

を

なった。また、障がい

送

者雇用について企業に

る

雇用促進の啓発が出来

た

なかったもの ②精神障

め

がい者を対象とする緊

に

急時の受入体制の整備

は

③障がいに対する理解

、

促進のため、広報媒体

主

の活用やイベントの開

体

催

の、就労している障

的

がい者の人数が1,1

な

08人となり、増加傾

①

向となっている。 ③障

障

がい特性に対する理解

が

や障がい者差別の解消

い

に向けた啓発活動の 、

者

企業や関係機関と連携

①

を図って啓発を実施す

障

る。

・障がい者の社会

が

参加を支援するための

い

手話・点訳奉仕員等の

者

養成は、3種類の養成

数

基礎講座を実施し、3

（

8人の 推進 ④社会福祉

手

協議会と連携し、各種

帳

奉仕員の養成講座を開

所

催し、障がい

受講者の

持

うち26人が修了者と

者

なった。 ④障がい者の

数

社会参加を支援するた

）

めの各種奉仕員の養成

人

児者の意思疎通できる

5

人材の確保に努める。

,

・ひきこもり対策は、

9

栃木県子ども若者・ひ

5

きこもり総合相談セン

7

ター職員と本市相談員

-

とで実施したことから

-

⑤ひきこもり相談の体

-

制整備及び支援の充実

生

⑤ひきこもり当事者や

活

その家族を支援するた

を

め、定例相談、ひきこ

営

も

、本市相談員の育成

む

にも繋がり、自主的運

こ

営体制の強化が図られ

と

た。 【令和６年度重点

が

課題】 りサポーターと

で

の情報共有及び居場所

き

づくりなどの取組を行

る

う。

・施策全体の決算

支

額は約38億2,51

援

7万円で、前年度と比

の

較して約1億2,61

提

7万円の増となった。

供

主な要因としては ⑥ 

が

医療的ケア児への支援

必

体制の充実 ⑥医療的ケ

要

ア児の受入れについて

で

、関係機関等と情報共

あ

有や包括的な

、障がい

る

児・者の福祉サービス

こ

利用者の増加に伴い、

と

自立支援給付、障がい

か

児通所支援及び障がい

ら

児相談支援に 支援体制

施

について検討する。

係

策

る費用が増加したこと

の

による。その費用は障

目

がい福祉施策コスト全

的

体の88.9％（R3

②

：89.9%）を占め

市

ており、

障がい児・者

民

の社会参加支援のため

②

の施策コストは年々増

市

加傾向となっている。

人口 人 115,700 - - - 、障がい福祉サービスの提供に伴うサービス利用者数（月
「対　象」

③ 平均）を指標として採用。

④ 成果指標 ②障がい者の社会参加の一形態として着目される就労（一

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7 設定の考え方 般就労・就労継続支援事業の利用）を指標として採用。

①障がい者が地域社会の一員として自立し、自分らしく生 障がい福祉サービス(介護給付、訓練等給 目標 1,700 1,725 1,750 1,775 ③地域生活を送る中で市民が障がい特性を理解することに
① 人

活できるようにする。 付）月平均利用者数 実績 1,760 - - - より相互交流が生まれ、共に安心して生活ができることに

②市民が障がい特性を理解し、心のバリアフリーを実現す 就労している障がい者数(福祉的就労を含 目標 970 975 980 985 つながると考え、障がい者とふれあう機会があった市民の
施策の目的 ② 人

る。 む） 実績 1,108 - - - 割合を指標として採用。
「意　図」

障がい者と


